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(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
　所定間隔で斜面に立設された左右一対の支柱と、該支柱の上部間に固定された上部掛け
横ロープと、一端が支柱の上部に固定されるとともに他端部が上方の斜面にアンカーを用
いて支持固定された吊りロープと、一端が支柱の上部又は上部掛け横ロープに所定間隔で
固定された複数の縦主ロープと、左右両端部がアンカーにより斜面に支持固定されて縦主
ロープと交差して配置された複数の横主ロープと、縦主ロープ及び横主ロープ上に敷設さ
れた金網と、左右両端部がアンカーにより斜面に支持固定された荷重支持用横ロープと、
両端部がアンカーにより斜面に支持固定され、中間部が縦主ロープに交叉して固定された
荷重支持用横主ロープとを備え、該荷重支持用横ロープからカーテン状に垂下したハンガ
ーロープを用いて荷重支持用横主ロープを吊支固定した落石防護ネット構造において、
　前記吊りロープ，横主ロープ，荷重支持用横ロープ又は荷重支持用横主ロープから選択
された一種又は複数のロープの端部の外周に楔材を巻回させ、該楔材を中空筒状の金具本
体の中空部内の内壁に密接させた後、前記一種又は複数のロープの端部を径大の中空円筒
状の鍔部の中空部に挿通し、鍔部を金具本体に螺合して固着したエネルギー吸収装置をア
ンカー近傍に配置するとともに、エネルギー吸収装置を固定金具を介してアンカーに固定
することにより、前記一種又は複数のロープの端部をアンカーに固定することなく、エネ
ルギー吸収装置から一定長さで延長させて開放させ、前記一種又は複数のロープに一定以
上の張力が加わった際に前記一種又は複数のロープを摺動させて繰り出すとともに、
　前記固定金具は２分割され、それぞれ一端部に凹部を穿設し、凹部の開放端の外周に中
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心方向に向けて係合突起を突設するとともに、それぞれ他端部にボルト挿通孔を穿設して
なり、凹部をエネルギー吸収装置の鍔部に嵌合し、係合突起を前記鍔部における金具本体
方向の端部に係合させ、ボルト挿通孔にボルトを挿通させて締結することにより、固定金
具とエネルギー吸収装置を一体に固定することを特徴とする落石防護ネット構造。
【請求項２】
　左右一対の支柱を上下方向に傾動可能に立設した請求項１記載の落石防護ネット構造。
【請求項３】
　沢状部を挟んで支柱間の間隔を１２～３０メートルとした請求項１又は２に記載の落石
防護ネット構造。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は落石防護ネット構造に関し、特には道路等に近接して落石の恐れがある沢状部
等に構築して好適な落石防護ネット構造に関するものである。
【背景技術】
【０００２】
　従来から斜面の表層土砂が雨等の自然現象によって流出したり、落石や雪崩等によって
斜面が崩壊することを防止するため、種々の斜面安定工法が採用されている。特に道路等
に近接して落石の恐れがある沢状部に吊りロープ等により防護ネットや防護柵等を取付け
、落石や雪崩を受け止めて防護する手段が一般に用いられている。
【０００３】
　従来の落石防護ネットは覆い式とポケット式とに大別される。覆い式の落石防護ネット
は、広い面積の金網に多数の縦ロープと複数の横ロープを相互間隔をおいて組み込み、各
縦ロープと横ロープの端部を斜面にアンカーして、このロープ付き金網を斜面になじむよ
うに敷設することによって、浮石等を支持して跳石や落石を防止する構造である。ポケッ
ト式の落石防護ネットは、沢状部の両側に３メートル～４メートルの間隔毎に多数のポケ
ット形成用の支柱を上下方向傾動可能に建て込み、各支柱の上部にそれぞれ縦ロープを連
結して垂下し、両端がアンカーにより支持された複数の横ロープを斜面に一定の上下間隔
で配置して、この縦横ロープに金網を張設して防護網とし、吊りロープで緩衝して支持さ
れた支柱で防護網の上部を支柱の高さに吊持して、各支柱によりロープ付き金網をカーテ
ン状に垂設し、ロープ付き金網の全幅に開口されたポケット部を形成し、落石等を収納す
ることにより落石エネルギーを緩衝して吸収する構造になっている。
【０００４】
　上記に関して特許文献１には、金網に多数の縦・横補強ロープとともに左・右縦ロープ
と上端部横ロープ及び複数の下半部横ロープを組み込み補強して、沢状部等の両側斜面に
設けたアンカーに左右の支柱をヒンジ連結して沢状部等の上下方向の傾動を可能に建て込
み、両側斜面にアンカーした吊ロープ及びサイドロープの端部を各支柱の上部に連結して
支保し、左・右縦ロープの上端部を各支柱の上部に連結するとともに、両側斜面に両端部
をアンカーした上端部横ロープを各支柱の上部でスライド可能に支持し、各下半部横ロー
プの各両端部を両側斜面にアンカーして、金網の上半部分を落石エネルギーを緩衝して吸
収するポケット部に構成し、金網の下半部分を沢状部等の地上に敷設して落石等を受け止
める敷設部に構成して構築するようにした落石防護ネットの工法が記載されている。
【０００５】
　また、発明者は先に、ポケットの機能を維持するとともに１スパンの広い支柱間隔で沢
状部上に落石防護ネットを構築するために、特許文献２に示すように、上部間に固定され
た上部掛け横ロープと吊りロープにより斜面に支持固定された左右一対の支柱と、一端が
上部掛け横ロープに固定された縦主ロープと、左右両端部がアンカーにより斜面に支持固
定された横主ロープと、縦主ロープ及び横主ロープ上に敷設された金網と、左右両端部が
斜面に支持固定された荷重支持用横ロープと、中間部が縦主ロープに交叉して固定された
荷重支持用横主ロープとを備え、該荷重支持用横ロープから垂下したハンガーロープを用
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いて荷重支持用横主ロープを吊支固定した落石防護ネット構造を提供している。
【先行技術文献】
【特許文献】
【０００６】
【特許文献１】特許第２９１６６３３号
【特許文献２】特許第３８７４７６９号
【発明の概要】
【発明が解決しようとする課題】
【０００７】
　しかしながら、従来から用いられているポケット式の落石防護ネットは、落石等の恐れ
がある沢状部の両側にポケット形成用の支柱を３メートル～４メートルという短い間隔で
建て込んでいるため、落石等が支柱に衝突して衝撃力により該支柱が損傷または転倒して
しまい、落石等が道路上へ落下してしまうことがあるという課題がある。特に支柱の機械
的強度が不足している場合には、落石等の衝撃力によって支柱の基礎部が崩壊することが
あり、支柱の倒壊によってカーテン状に垂設したロープ付き金網も崩壊するため、落石等
を収納するポケットの機能は完全に失われてしまうことになる。
【０００８】
　前記特許文献１に記載された落石防護ネットの工法は、斜面に両端部をアンカーした上
端部横ロープを各支柱の上部でスライド可能に支持しているため、大きな落石等の衝撃力
を上端部横ロープで支えることができず、金網及び縦・横補強ロープや左・右縦ロープの
崩壊とともに落石防護ネット自体の機械的強度が不足して落石等が道路上へ落下してしま
うという問題がある。
【０００９】
　また、前記特許文献２に記載された落石防護ネット構造によれば、沢状部の両側に広い
間隙で支柱を建て込むことによって落石等が支柱に衝突することを極力防止して衝撃力に
より該支柱が損傷または転倒することをなくし、ポケットの機能を維持するとともに１ス
パンの広い支柱間隔で沢状部上に落石防護ネットを構築することが可能である。しかしな
がら、想定された荷重以上の落石等があった場合には、各部材に過度の荷重がかかって損
傷することがある。このような想定外の荷重に耐えるためには過度に設計荷重を増加させ
なければならず、材料コストや構築費用が必要以上に増加してしまう。
【００１０】
　また、落石等が発生した場合には、その荷重を受ける各ロープは降伏してしまうため、
再使用することかできず、交換しなければならない。更に、金網とワイヤロープによる吸
収できる荷重には自ずと限界がある。そのため、従来の落石防護ネット構造では、より高
いレベルでの安全性の実現と、材料コストや構築費用の合理性の確保という両者を高いレ
ベルで維持することは困難であった。
【００１１】
　そこで、本発明は、両側に広い間隙で支柱を建て込むことによって落石等が支柱に衝突
することを極力防止して衝撃力により該支柱が損傷または転倒することをなくし、ポケッ
トの機能を維持するとともに１スパンの広い支柱間隔で構築した落石防護ネット構造をベ
ースとし、この金網とロープによって構築された落石防護ネット構造に新たにエネルギー
吸収装置を装備することにより、現場状況に応じて材料コストや構築費用の合理性を確保
するとともに、万一の想定外の落石や荷重に対しても対応することのできるより高いレベ
ルでの安全性の双方を実現した落石防護ネット構造を提供することを目的とするものであ
る。
【課題を解決するための手段】
【００１２】
　本発明は上記目的を達成するために、所定間隔で斜面に立設された左右一対の支柱と、
該支柱の上部間に固定された上部掛け横ロープと、一端が支柱の上部に固定されるととも
に他端部が上方の斜面にアンカーを用いて支持固定された吊りロープと、一端が支柱の上
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部又は上部掛け横ロープに所定間隔で固定された複数の縦主ロープと、左右両端部がアン
カーにより斜面に支持固定されて縦主ロープと交差して配置された複数の横主ロープと、
縦主ロープ及び横主ロープ上に敷設された金網と、左右両端部がアンカーにより斜面に支
持固定された荷重支持用横ロープと、両端部がアンカーにより斜面に支持固定され、中間
部が縦主ロープに交叉して固定された荷重支持用横主ロープとを備え、該荷重支持用横ロ
ープからカーテン状に垂下したハンガーロープを用いて荷重支持用横主ロープを吊支固定
した落石防護ネット構造において、前記吊りロープ，横主ロープ，荷重支持用横ロープ又
は荷重支持用横主ロープから選択された一種又は複数のロープの端部の外周に楔材を巻回
させ、該楔材を中空筒状の金具本体の中空部内の内壁に密接させた後、前記一種又は複数
のロープの端部を径大の中空円筒状の鍔部の中空部に挿通し、鍔部を金具本体に螺合して
固着したエネルギー吸収装置をアンカー近傍に配置するとともに、エネルギー吸収装置を
固定金具を介してアンカーに固定することにより、前記一種又は複数のロープの端部をア
ンカーに固定することなく、エネルギー吸収装置から一定長さで延長させて開放させ、前
記一種又は複数のロープに一定以上の張力が加わった際に前記一種又は複数のロープを摺
動させて繰り出すとともに、前記固定金具は２分割され、それぞれ一端部に凹部を穿設し
、凹部の開放端の外周に中心方向に向けて係合突起を突設するとともに、それぞれ他端部
にボルト挿通孔を穿設してなり、凹部をエネルギー吸収装置の鍔部に嵌合し、係合突起を
前記鍔部における金具本体方向の端部に係合させ、ボルト挿通孔にボルトを挿通させて締
結することにより、固定金具とエネルギー吸収装置を一体に固定する落石防護ネット構造
を提供する。
【００１３】
　また、左右一対の支柱を上下方向に傾動可能に立設し、沢状部を挟んで支柱間の間隔を
１２～３０メートルとする。
【発明の効果】
【００１４】
　本発明によって得られた落石防護ネット構造によれば、落石等の恐れがある沢状部の両
側にポケット形成用の支柱を１２～３０メートルという長大な間隔で建て込んでも、荷重
支持用横ロープから垂下したハンガーロープを用いて荷重支持用横主ロープを吊支固定し
たことにより、落石防護ネット自体の機械的強度を高めてカーテン状に垂設した縦主ロー
プ及び横主ロープの崩壊現象が発生しない。しかも支柱間の間隔が長いことによって落石
等が支柱に衝突する惧れは極めて低くなり、それに伴う衝撃によって支柱が損傷または転
倒することを防止して落石等が道路上へ落下するという問題を解消することができる。
【００１５】
　従って本発明によれば、沢状部における落石エネルギーを落石防護ネットにより効果的
に緩衝して吸収するとともに落石等を受け止めて支持する優れた強度と耐力を有し、沢状
部の両側に広い間隙で支柱を建て込むことによって落石等が支柱に衝突することを極力防
止し、衝撃力により該支柱が損傷または転倒することをなくして防護性能及び信頼性を著
しく高めることができる。更に１スパンの広い支柱間隔で沢状部上に落石防護ネットを構
築することによって施工性を高めて工期短縮をはかることができる。
【００１６】
　更に、落石等があった場合には、その荷重を金網とロープによって支持して吸収すると
ともに、荷重が金網やロープの支持力を超える場合は、エネルギー吸収装置によってロー
プが摺動して繰り出すことにより、そのエネルギーを吸収することができるので、ロープ
や金網が破壊されることがない。よって、想定外の荷重が発生する落石等があったとして
も、安全に防護することができる。このようにエネルギー吸収装置によって、想定外の荷
重を吸収することができるため、より高いレベルでの安全性を実現できるとともに、現場
状況に応じて材料コストや構築費用を合理的な範囲に留めることができる。
【図面の簡単な説明】
【００１７】
【図１】本発明を適用した落石防護ネット構造を示す斜視概要図。
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【図２】図１の正面図。
【図３】（Ａ）は本発明で用いた荷重支持用横主ロープと縦主ロープを固定している十字
グリップを示す正面図、（Ｂ）は同平面図。
【図４】本発明で用いた各ロープの配設状態を示す側面図。
【図５】本発明で用いた支柱のみ取り出して示す正面図。
【図６】図５の側面図。
【図７】図５にＵボルトを装置した状態を示す平面図。
【図８】ブラケットへの各ロープの連結状態を示す要部説明図。
【図９】ブラケットへの各ロープの連結状態を示す要部説明図。
【図１０】ブラケットへの各ロープの連結状態を示す要部説明図。
【図１１】緩衝金具と固定金具の側面図。
【図１２】緩衝金具の作用説明図。
【図１３】緩衝金具の装着状態を示す要部説明図。
【図１４】緩衝金具の装着状態を示す要部説明図。
【発明を実施するための形態】
【００１８】
　以下図面に基づいて本発明にかかる落石防護ネット構造の最良の実施形態を説明する。
図１は本発明を適用した落石防護ネット構造を示す斜視概要図、図２は同正面図であり、
図中の１は例えば道路等に近接して落石の恐れがある沢状部、２，２は沢状部１の両側に
位置する斜面であり、この斜面２に左右一対の支柱３，３が上下方向に傾動可能に立設さ
れている。４は支柱３，３の上部間に固定された上部掛け横ロープ、５，５は支柱サイド
ロープであり、各支柱サイドロープ５，５はアンカー６により斜面２に支持固定されてい
る。
【００１９】
　左右一対の支柱３，３は落石防護ネットに落石を受け入れる開口されたポケット部を形
成するのに必須の構成要素であり、本実施形態では従来の防護ネットと比較して支柱３，
３間の間隔は広く取って建て込まれている。例えば本実施例では支柱３，３間の間隔は沢
状部１を挟んで１２～３０メートル程度の距離であり、支柱３，３間の間隔を広く取るこ
とによって１スパンで沢状部１上に落石防護ネットを構築することができる。よって、支
柱３，３を多数立設する必要はなく、一対の支柱のみで必要な落石防護ネットを構築する
ことが可能となる。
【００２０】
　７，７は支柱３の吊りロープであり、この吊りロープ７，７の一端は支柱３，３の上部
に固定され、他端部は夫々上方の斜面２にアンカー６，６を用いて支持固定されている。
８，８は縦主ロープ、９，９は横主ロープであり、縦主ロープ８，８の一端は支柱３，３
の上部又は上部掛け横ロープ４に固定され、両端部に位置する縦主ロープ８，８の他端部
はアンカー６により下方の斜面２に支持固定されている。両端部に位置する縦主ロープ８
，８以外の縦主ロープ８の下端部は下方の斜面２に支持固定されておらず、フリーとなっ
ており、最下方の横主ロープ９に連結されている。
【００２１】
　横主ロープ９，９の左右両端部は夫々アンカー６，６により斜面２に支持固定されてい
る。更に図２に示すように縦主ロープ８，８間には補強のために縦補助ロープ８ａを配設
してもよい。なお、縦補助ロープ８ａとしては縦主ロープ８よりも耐荷重の小さいロープ
を使用できる。そして、これらの横主ロープ９，９と縦主ロープ８，８上に金網１５が適
宜の手段で固定されて敷設されている。
【００２２】
　吊りロープ７，７と横主ロープ９，９には落石等により大きな荷重がかかるので、両ロ
ープは強度が大きくて柔軟なケーブルを用いて構成される。縦主ロープ８，８間の長さ間
隔は３メートル、縦主ロープ８と縦補助ロープ８ａ間の長さ間隔は１．５メートルとし、
横主ロープ９，９間の長さは５メートル程度にするのが適当である。また、落石等が集中
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しやすい個所の金網１５の線径を変えて強度を高めたり、落石等が金網１５の網目からこ
ぼれるのを防止するため、部分的に金網１５の目合を小さくすることも可能である。
【００２３】
　１０は荷重支持用横ロープであり、この荷重支持用横ロープ１０の左右両端部はアンカ
ー６により斜面２に支持固定され、中途部が支柱３，３の上部に固定された状態に支持さ
れている。１１は荷重支持用横主ロープであり、この荷重支持用横主ロープ１１の左右両
端部はアンカー６により斜面２に支持固定され、中間部の縦主ロープ８，８との交差点の
全部又は一部が十字グリップ１２，１２を用いて縦主ロープ８，８に交叉して固定されて
いる。図１では両端部の縦主ロープ８，８との交差点を固定している例を示している。図
３（Ａ）は荷重支持用横主ロープ１１と縦主ロープ８，８を固定している十字グリップ１
２，１２を示す正面図、図３（Ｂ）は同平面図である。そして荷重支持用横ロープ１０と
荷重支持用横主ロープ１１とが該荷重支持用横ロープ１０からカーテン状に垂下したハン
ガーロープ１３，１３を用いて固定されている。
【００２４】
　図４は各ロープの配設状態を明示する側面図であり、この荷重支持用横ロープ１０を支
柱３，３の上部に固定するとともに、荷重支持用横ロープ１０から垂下したハンガーロー
プ１３，１３で荷重支持用横主ロープ１１を固定して吊支することにより、強度を高めた
ことが本発明の特徴の一つである。
【００２５】
　図５は支柱３のみ取り出して示す正面図、図６は同側面図であり、斜面２内に打ち込ま
れる基板２０にヒンジ２１を介在して角柱状の支柱本体２２が斜面２の傾斜方向に沿って
上下方向に傾動自在に立設され、この支柱本体２２の上部に、平面視（図５に示す状態）
において左右方向に張り出すように一対のブラケット２３，２３を設け、このブラケット
２３，２３にはそれぞれＵボルト孔２４が穿孔され、このＵボルト孔２４にＵボルト２５
を挿通して荷重支持用横ロープ１０を固定する。即ち荷重支持用横ロープ１０はアンカー
６により左右両端部が斜面２に支持固定されるとともに、その中途部が図８に示すように
それぞれの支柱３，３の上部のブラケット２３，２３にＵボルト２５，２５によって圧接
されて締め付け固定されている。
【００２６】
　図７は図５にＵボルト２５を装着した状態を示す平面図、図８，図９，図１０は、各ロ
ープの連結状態を示す要部説明図であり、これらの同図に示すようにブラケット２３と同
一面の支柱本体２２の上部に支柱サイドロープ５を固定するための支柱サイドロープ固定
用ブラケット２６，２６がそれぞれ一対設けられている。これらのブラケット２６，２６
にはそれぞれ支柱サイドロープ５を固定するための固定孔２６ａが穿設されており、支柱
サイドロープ５の端部を環状に形成してブラケット２６間に挿通して固定ピン、シャック
ルその他の適宜手段で固定孔２６ａに挿通して固定する。
【００２７】
　支柱本体２２の背面側の上部（図７の平面視における上方）には、吊りロープ７を固定
するための一対のブラケット２７が設けられている。次に支柱本体２２の正面側の上部（
図７の平面視における下方）には、縦主ロープ８を固定するための一対のブラケット２８
が設けられている。更に、支柱本体２２の上端面には上部掛け横ロープ４を固定するため
の一対のブラケット２９が設けられている。そして、これらのブラケット２７，２８，２
９にはそれぞれ吊りロープ７，縦主ロープ８，上部掛け横ロープ４を固定するための固定
孔２７ａ，２８ａ，２９ａが穿設されており、吊りロープ７，縦主ロープ８，上部掛け横
ロープ４の端部をそれぞれ環状に形成してブラケット２７，２８，２９間に挿通して固定
ピン、シャックルその他の適宜手段で固定孔２７ａ，２８ａ，２９ａに挿通して固定する
。
【００２８】
　上記の構成によれば、荷重支持用横主ロープ１１を荷重支持用横ロープ１０からカーテ
ン状に垂下したハンガーロープ１３，１３を使用して吊り橋の要領で吊支したことが特徴
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となっており、横主ロープ９，９にかかる荷重を支柱３，３に固定された上部掛け横ロー
プ４と荷重支持用横ロープ１０で受け止めてポケット部を形成する横主ロープ９，９の垂
れ込みを防止するとともに、沢状部１を挟む支柱３，３間の間隙を広く取ることが可能と
なる。更に荷重支持用横主ロープ１１自体がハンガーロープ１３，１３を介して荷重支持
用横ロープ１０に吊支されていることで金網１５の開口部が容易に開放することが防止さ
れるという作用が得られる。
【００２９】
　上記した落石防護ネット構造は出願人の提供した特許文献２に示す落石防護ネット構造
と共通であり、本発明では、この落石防護ネット構造において、図１，図２，図４に示す
ように、吊りロープ７，横主ロープ９，荷重支持用横ロープ１０又は荷重支持用横主ロー
プ１１から選択された一種又は複数のロープにおけるアンカー６の近傍に所定数のエネル
ギー吸収装置３０を装備している。なお、エネルギー吸収装置３０の設置箇所は、アンカ
ー６の近傍ではなくてもよく、任意の箇所でよい。また、その数にも限定はなく、複数の
ロープが配置される横主ロープ９については、設計目標に応じてその中の所定の本数のロ
ープに装備すればよい。
【００３０】
　エネルギー吸収装置３０としては、吊りロープ７，横主ロープ９，荷重支持用横ロープ
１０又は荷重支持用横主ロープ１１から選択された一種又は複数のロープに、落石等によ
る荷重によって一定以上の張力が加わった際に、該ロープを摺動させてロープを繰り出す
構造であればよく、その構造は任意のものを選択することができる。
【００３１】
　図１１は、エネルギー吸収装置３０として、緩衝金具３１を採用した例を示すものであ
る。緩衝金具３１は、中空円筒状の金具本体３２と、金具本体３２に螺合された径大の中
空円筒状の鍔部３３とからなり、金具本体３２から鍔部３３を取り外した後、吊りロープ
７，横主ロープ９，荷重支持用横ロープ１０又は荷重支持用横主ロープ１１（以下、横主
ロープ９を例として説明する）のアンカー６方向の端部を金具本体３２の中空部に挿通し
、その外周に図示しない楔材を巻回させて、金具本体３２の中空部内に位置させ、その後
、鍔部３３の中空部に挿通し、鍔部３３を金具本体３２に螺合して固着する。よって、横
主ロープ９のアンカー６方向の端部９ａは固定されることなく、開放されている。そして
、金具本体３２の中空部は楔材と同一の傾斜で、アンカー６方向が径大のテーパ面に形成
されており、横主ロープ９に装備された楔材は金具本体３２の中空部の内壁に密接して、
横主ロープ９を固定している。
【００３２】
　そのため、横主ロープ９は所定の締付力によって緩衝金具３１によって支持されている
こととなり、アンカー６の反対方向に落石等によって張力が掛かった場合は、緩衝金具３
１の支持力の範囲内であれば、横主ロープ９はこの張力に抗してその状態を維持する。一
方、落石等による張力が緩衝金具３１の支持力を超える場合は、横主ロープ９は緩衝金具
３１内を摺動して、緩衝金具３１から繰り出されてゆく。
【００３３】
　なお、エネルギー吸収装置３０としては、横主ロープ９に一定以上の張力が加わった際
に、横主ロープ９を損傷させることなく、吸収できる構成であればどのようなものでもよ
く、又緩衝金具３１も横主ロープ９に一定以上の張力が加わった際に横主ロープ９を摺動
させることにより、横主ロープ９を緩衝金具３１から繰り出すことのできる構成であれば
よい。そのため、エネルギー吸収装置３０として前記した構成以外に、例えば一対の固定
爪と可動爪によって横主ロープ９を所定の締付力でクランプし、締付力の張力が働くとク
ランプしている横主ロープ９を摺動させるクランプ機構等も採用することができる。
【００３４】
　図１１に示す３４は緩衝金具３１を固定するための固定金具であり、２分割された固定
金具３４ａと３４ｂから構成されている。固定金具３４ａ，３４ｂの一端部にはそれぞれ
凹部３５ａ，３５ｂが穿設されるとともに、凹部３５ａ，３５ｂの開放端の外周には中心
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方向に向けて係合突起３６ａ，３６ｂが突設されている。そして、固定金具３４ａ，３４
ｂの他端部にはボルト挿通孔３７ａ，３７ｂが穿設されている。この固定金具３４ａ，３
４ｂの凹部３５ａ，３５ｂを緩衝金具３１の鍔部３３に嵌合し、係合突起３６ａ，３６ｂ
を鍔部３３における金具本体３２方向の端部に係合させて、固定金具３４ａ，３４ｂで緩
衝金具３１を包囲する。その後固定金具３４ａ，３４ｂのボルト挿通孔３７ａ，３７ｂに
ボルト３８を挿通し、ナット３９で締結することにより、固定金具３４ａ，３４ｂと緩衝
金具３１は一体に固定される。
【００３５】
　次に緩衝金具３１を装着した横主ロープ９をアンカー６にて固定する。図１３，図１４
に示すように、固定金具３４ａ，３４ｂを連結したボルト３８にシャックル４０を装着し
、該シャックル４０を斜面２に固定されているアンカー６に装着したターンバックル４１
に連結する。よって、横主ロープ９の端部９ａはアンカー６に固定されることなく、緩衝
金具３１の鍔部３３から一定長さで延長されて開放されている。
【００３６】
　横主ロープ９以外の吊りロープ７，荷重支持用横ロープ１０又は荷重支持用横主ロープ
１１についても同様にアンカー６方向の端部に緩衝金具３１を装着し、緩衝金具３１を固
定金具３４で固定し、固定金具３４をシャックル４０を介してアンカー６に装着されたタ
ーンバックル４１に連結する。よって、それぞれのロープの端部は、横主ロープ９の端部
９ａと同様にアンカー６に固定されることなく、緩衝金具３１の鍔部３３から一定長さで
延長されて開放されている。
【００３７】
　緩衝金具３１によって構成されたエネルギー吸収装置３０の作用は次の通りである。吊
りロープ７，横主ロープ９，荷重支持用横ロープ１０又は荷重支持用横主ロープ１１は、
緩衝金具３１によって所定の締付力で支持されているため、通常予想される範囲の落石等
によって横主ロープ９等の各ロープにかかる荷重が緩衝金具３１の支持力の範囲内であれ
ば、その荷重を金網１５と横主ロープ９等の各ロープによって支持して吸収する。更に、
図１２の緩衝金具３１の作用説明図に示すように、予期しない大規模な落石Ｓ等の発生に
よって、荷重が横主ロープ９等の各ロープの支持力を超える場合は、横主ロープ９等の各
ロープが緩衝金具３１から摺動して繰り出されることにより、そのエネルギーを吸収する
ことができるので、横主ロープ９等の各ロープや金網１５が破壊されることがない。
【００３８】
　例えば、図１２に示す例において、５０ｋＮの張力が横主ロープ９に作用し、横主ロー
プ９が１ｍ摺動して緩衝金具３１から繰り出されたとすれば、５０ｋＮ×１ｍ＝５０ｋＪ
のエネルギーを緩衝金具３１が吸収したこととなる。よって、緩衝金具３１からなるエネ
ルギー吸収装置３０を装備することによって、横主ロープ９等の各ロープやアンカー６に
は、緩衝金具３１から横主ロープ９等の各ロープが摺動を始めるスリップ張力以上の荷重
が作用することがないため、不測の事態を想定して過度に設計荷重を高める必要がなく、
安全性を確保した上で、材料コストや構築費用を合理的に削減することができる。しかも
、過度の荷重はエネルギー吸収装置３０によって吸収されるため、金網１５や横主ロープ
９等の各ロープの各部材には、想定以上の荷重が作用しないため安全性が向上する。その
ため、従来の落石防護ネット構造に比較して、より高いレベルでの安全性の実現と、材料
コストや構築費用の合理性の確保という両者を高いレベルで維持することが可能となった
。
【００３９】
　即ち、従来の金網１５と横主ロープ９等の各ロープだけでは、吸収可能なエネルギーに
限界がある。これに対して、エネルギー吸収装置３０は、横主ロープ９等の各ロープの締
付力，繰り出し長さ、あるいはエネルギー吸収装置３０の取付個数を自由に選択できるた
め、落石エネルギーに応じた最適な設計が行える。
【００４０】
　更に、従来は一定荷重以上の落石が発生した場合には、横主ロープ９等の各ロープが降
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伏するため、その都度、メンテナンスとして各ロープの交換が必要であった。本発明によ
れば、エネルギー吸収装置３０の作用によって、各ロープが摺動を始めるスリップ張力以
上の荷重が作用することがないため各ロープが降伏することがなく、メンテナンスはエネ
ルギー吸収装置３０を再設置するだけで、横主ロープ９等の各ロープの交換は不要である
。
【産業上の利用可能性】
【００４１】
　以上詳細に説明したように、本発明によれば沢状部における落石エネルギーを効果的に
緩衝して吸収するとともに落石等を受け止めて支持する優れた強度と耐力を有し、広い間
隙で支柱を建て込むことによって落石等が支柱に衝突することをなくして衝撃力により支
柱が損傷または転倒することがないので、防護性能及び信頼性を著しく高めることができ
る。従って沢状部のみならず、岩盤等の安定地盤が表土層で覆われて表土層の表面が傾斜
している斜面における表土層の一部または全部が流出するのを未然に防止するための斜面
安定工法にも利用することができる。
【００４２】
　更に、落石等があった場合には、その荷重を金網とロープによって支持して吸収すると
ともに、荷重が金網やロープの支持力を超える場合は、エネルギー吸収装置によってロー
プが摺動して繰り出すことにより、そのエネルギーを吸収することができるので、ロープ
や金網が破壊されることがない。よって、想定外の荷重が発生する落石等があったとして
も、安全に防護することができる。このようにエネルギー吸収装置によって、想定外の荷
重を吸収することができるため、より高いレベルでの安全性を実現できるとともに、現場
状況に応じて材料コストや構築費用を合理的な範囲に留めることができる。
【符号の説明】
【００４３】
　１…沢状部
　２…斜面
　３…支柱
　４…上部掛け横ロープ
　５…支柱サイドロープ
　６…アンカー
　７…吊りロープ
　８…縦主ロープ
　８ａ…縦補助ロープ
　９…横主ロープ
　１０…荷重支持用横ロープ
　１１…荷重支持用横主ロープ
　１２…十字グリップ
　１３…ハンガーロープ
　１５…金網
　２０…基板
　２１…ヒンジ
　２２…支柱本体
　２３，２６，２７，２８，２９…ブラケット
　３０…エネルギー吸収装置
　３１…緩衝金具
　３２…金具本体
　３３…鍔部
　３４，３４ａ，３４ｂ…固定金具
　３５ａ，３５ｂ…凹部
　３６ａ，３６ｂ…係合突起
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　３７ａ，３７ｂ…ボルト挿通孔
　３８…ボルト
　３９…ナット
　４０…シャックル
　４１…ターンバックル

【図１】 【図２】
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【図３】 【図４】

【図５】 【図６】
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【図７】

【図８】

【図９】

【図１０】
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